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1. 提案依頼事項 

 提案書の構成については、以下の順序で作成することとする。なお、提案書に記載

する事項は、原則すべて見積金額に含むこととするが、別途費用（オプション等）を

必要とする事項がある場合は、その旨明確に記載すること。 

 1.1 基本事項 

  (１) 会社概要 

   企業名、本社所在地、設立年月、資本金、会社の来歴を示すとともに、以下の

項目についても記載すること。 

   ・全社員数及び自治体に関わる SE職の人数 

   ・保守サービス拠点 

    ※複数社によるシステム構築を想定している場合は明記し、上記項目を含め

た記載とすること。 

  (２) 会社の実績 

地方公共団体（市・特別区）、宗教法人又は財団法人において、本年以前に受託

した本システムに関する業務実績及びこれらの受託業務において達成した成果、

克服した課題等を具体的に記載すること。 

  (３) 業務の効率化 

   業務の標準化・合理化できる方法の提案を記載すること。 

 1.2 システム構築業務 

  (１) 提案コンセプト 

   本委託業務に対する考え方、課題や基本方針を踏まえ、開発するシステムの基

本方針や特徴が具体的に記載すること。また、業務を遂行する上で重視する点、

注意点、アピールポイント等を具体的に記載すること。 

  (２) 推進・管理体制 

   業務をスムーズに運営するための推進・管理体制、基本的な役割分担、過去の

実務経験等を具体的に記載すること。 

   また、担当 SEが１人以上、沖縄県内に在籍（常駐）していること。 

   ・本業務を担当する部署について、次の事項を記載すること。 

    ①担当部署名 

    ②担当部署の職務の範囲 

    ③配置予定の業務責任者（プロジェクトマネージャ）及び業務担当技術者

（システム設計リーダー） 

    ④業務担当技術者は、業務における代表技術者を１名記載 

    ⑤各担当者の沖縄県内に在籍（常駐）の有無 



  (３) 提案するシステム（パッケージ）の特徴・導入実績 

   以下の事項について記載すること。 

   ・システム概要 

   ・バージョンアップと考え方（ＯＳ、ブラウザ等の更新に対応する期間） 

   ・提案する本システムの主な機能（オプション等も含む。） 

   ・他社の同等製品に対しての優位点 

   ・導入実績（自治体等名、人口、導入年月等） 

  (４) システム機能要件 

別冊「宜野湾市霊園施設管理システム機能要件定義書」にて判定区分を明記し

提出すること。また、要件を満たすことができない場合は、代替案を提案するこ

と。 

その他に特筆すべき点、システム改修に対する考え方等があれば、本提案書へ

具体的に記載すること。 

  (５) システム構成 

   提案システムのソフトウェア構成（サーバOS、セキュリティソフト、通信ソフ

ト、バックアップソフト等）についての考え方と構成の明細を記載すること。 

  (６) 情報セキュリティ要件 

   システムの安全性向上のための手法について記載すること。 

  (７) プロジェクト管理 

   想定する開発工程やプロジェクト管理について具体的に記述すること。 

   導入工程において、ドキュメント等を本市の担当者が理解しやすくする工夫及

び本市側の作業負担を減らす工夫の提案があれば記載すること。 

  (８) テスト 

   テスト方針、テストカテゴリーごとのテスト（プログラムのテストなど）及び

全体の整合性を検証するプロセスを記載すること。 

   本市側のテストの作業負担を軽減する仕組みや工夫の提案があれば記載するこ

と。 

  (９) 納入物・成果物 

   提案システムの導入に際し、構築の各工程における成果品は仕様書「1.4 成果

物」に示すとおりであるが、その他に以下の成果物の納入の可否について記載す

ること。 

  ア ソフトウェア関連 

   ・システム機能説明書（パッケージソフト仕様） 

   ・外部インターフェースファイル仕様書 



   ・画面一覧 

   ・帳票一覧 

  イ マニュアル 

   ・障害時対応マニュアル（一般利用者・管理者用） 

  (10) 運用保守計画 

   セキュリティ管理やシステム保守、障害発生時の対応など、具体的な運用計画

を記載すること。 

  (11) 法改正 

   稼働後、法改正等によるシステム改修に対応する手法を記載すること。 

   元号が変更された場合の対応方法を記載すること。 

  (12) 研修計画 

   操作等の研修について、手法や頻度等について記載すること。 

  (13) 特記事項 

   下記の項目に対する貴社の具体的な対応策を記載すること。 

   ① 機密保持について 

   ②上記以外に特筆すべき点があれば、簡潔に記載すること。 

 1.4 独自提案 

専門的な立場から他自治体事例や今後の技術革新を見据え、本業務の費用範囲内

で特記すべき独自の提案事項（システム機能、データ移行、保守、運用支援など）

がある場合は、積極的に提案すること。 


